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水素防護に関する知見の規制への反映に向けた検討状況 

（中間報告その３－事業者意見聴取会合の結果－） 

 

 令和４年８月２４日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 
本議題は、東京電力福島第一原子力発電所事故に関する知見の規制への取り入れに関す

る作業チーム（以下「作業チーム」という。）における検討状況のうち、第15回主要原

子力施設設置者の原子力部門の責任者と意見交換会（以下「CNOとの意見交換会」とい

う。）及び第2回東京電力福島第一原子力発電所事故に関する知見の規制への取り入れに

関する作業チーム事業者意見聴取会合（以下「第2回意見聴取会」という。）の結果につ

いて報告し、今後の対応について討議いただくものである。 
 
２．経緯等 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」（以下「中

間取りまとめ」という。）から得られた知見の規制への取り入れに関して、令和3年度第

50回原子力規制委員会（令和3年12月8日）及び令和4年度第12回原子力規制委員会（令

和4年5月25日）において、その時点での作業チームにおける検討状況、事業者及び原子

力エネルギー協議会（ATENA）（以下「事業者等」という。）から意見を聴取した結果

を報告した（参考4参照）。 
また、令和4年度第12回原子力規制委員会での議論も踏まえ、令和4年7月20日にCNO

との意見交換会を行うとともに、令和4年7月28日に第2回意見聴取会を行った。これらの

結果は、３．のとおり。 
 

３．事業者からの意見聴取結果 
（１）CNOとの意見交換会 

当該意見交換会では、規制当局の関心事項（参考1）を示し、BWR事業者7社1の

CNOと意見交換を行った。意見交換結果のポイントは以下のとおり。 
 【原子力規制委員会委員からの意見】 

 原子炉建屋（以下単に「建屋」という。）の水素爆発防止対策は、炉心損傷後の

極めて後段の対策に位置するため、不確かさの非常に大きな領域での対策であり、

中間取りまとめを踏まえた対策に係る検討には時間を要する。一方、長期的な検

討を待っていては、対策の遅れや作業の手戻りが生じることから、規制当局と事

業者との間で、対策に係る共通理解を醸成することが最も望ましい形である。 
 BWRにおいては、建屋で水素爆発が生じた場合、その後の重大事故等対策が無

 
1 東北電力株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、中国電力株式会社、日本原子力発電株

式会社及び電源開発株式会社 
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力化されるおそれがある。水素爆発を防止する対策としては、原子炉格納容器

（以下「格納容器」という。）ベントを確実に実施することが、最も有効性が明

らかになっている対策である。 
 常用の建屋換気系（以下「HVAC」という。）は防爆仕様ではないため、一度停

止した場合、建屋内の水素濃度が着火限界を下回っていることが確認できなけれ

ば再起動に抵抗があると思うが、電源の強化等を考えておけば、非常に有効な対

策になり得るのではないか。 
 建屋の水素爆発防止対策の観点からは、HVACについて、インターロック等で止

めるのではなく、運転を継続させる方が良いのではないか。設計基準事故までで

はなく、シビアアクシデントまで視野に入れた場合には、検討の余地があるので

はないか。 
 ブローアウトパネル（以下「BOP」という。）を開放した状態やHVAC等を動か

した状態の建屋内の空気の流れについては、実際に測定しなければ把握できない

のではないか。 
 
【事業者等の意見】 

 非常用ガス処理系（以下「SGTS」という。）やHVACを防爆仕様にすることは、

技術的に不可能ではないが、相当難しいと考えており、むしろ、水素を早期検知

し掃気できるよう、手順・手段を用意しておくことが重要と考えている。 
 設備の再起動時の着火リスクに関しては、BOP及び大物搬入口の小物扉を開放し、

水素の着火リスクがない建屋外部から、可搬の送風機などで掃気するといった対

策も検討の対象としている。 
 対策の検討に当たっては、耐震性、系統間の分離等、既設の設備への悪影響を慎

重に検討する必要がある。耐震性や電源などを確保しあらゆる状況でも使えるよ

うにすることは現実的ではなく、導入条件等を整理しておくことが必要と考えて

いる。 
 HVACについては、排気と給気のバランスを考慮しなければ建屋内が過負圧とな

り他の設備に悪影響を及ぼすおそれがあることや、インターロックを解除する必

要があるなど、検討すべき課題がある。 
 また、HVACのシビアアクシデントにおける活用を検討する際には、当該設備に

ついて、インターロックなど設計基準事故を想定した設計がなされていることを

考慮する必要がある。 
 
（２）第２回意見聴取会 

作業チームは、CNOとの意見交換を踏まえて事業者等が説明した内容を元に意見聴取

を行った。事業者からの意見聴取結果のポイントは以下のとおり。 
【対策全体に係る考え方】 

 建屋の水素爆発防止対策として、建屋への水素の漏えいを抑制する対策（格納容

器ベント）、建屋に漏えいした水素を排出する対策及び建屋に漏えいした水素を

処理する対策を検討している。 
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 また、対策を、短期的に取り組むもの（以下「短期的対応」という。）と中長期

的に取り組むもの（以下「中長期的対応」という。）に整理した上で、検討・実

施していく。 
 

【短期的対応・中長期的対応の考え方】 

 短期的対応は、現有設備をどのようにマネジメントすることで効果的な水素対策

が実現できるのかという観点で整理をするものであり、現状の設計で想定してい

る範囲内で、新規制基準対応で示した対策や設備の活用のための導入条件の整理

やマネジメントを実施する。 
 中長期的対応は、現状の設計で想定している範囲を超えたところで、現有設備の

設備改造や設計思想の変更など検討に時間を要するものも含めて検討し、より良

い水素対策を実施する。 
 短期的対応については、ATENAが作成するアクションプラン等を踏まえて各事

業者が検討した上で、2023年度中に対応を終了させることを考えているが、可

能な限り原子炉の再稼働の前に整備していくことを目標に、取組を進めていくこ

とを考えている。 
 中長期的対応については、現有設備の変更や設備の追加、解析評価など時間を要

するものも含め継続的に検討し、結果が得られたものから実施していくことを考

えている。 
 

  【建屋への水素の漏えいを抑制する対策（格納容器ベント）】 

 格納容器ベントの実施判断基準を明確にした手順書を定め、その基準に到達した

場合には躊躇無く格納容器ベントを実施する。格納容器ベント実施の判断が遅れ

水素爆発が生じた場合、重大事故等対策に悪影響を与えることから、有効性評価

等で想定しているタイミングより早く実施判断基準に至った場合であっても、当

該基準に従って躊躇無く格納容器ベントを実施する考えである。 
 一部の事業者（中部電力、電源開発及び北陸電力）においては、実施判断基準を

手順に定めて実施する旨を明示的に表明していない又は判断基準を見直す可能性

があるとしているが、これらは新規制基準適合に係る設置変更許可の審査中であ

るためであり、判断基準に係る考え方は上記と同様である（参考3中4ページ参

照）。 
 一部の事業者（東北電力、中部電力）においては、格納容器ベントの実施判断権

者を発電所対策本部長（発電所長）としているが、これは、運転員が格納容器ベ

ント実施の判断を報告した上で、発電所長の権限と責任において実施することを

明確にするためのものであり、実施判断基準に達しているにもかかわらず格納容

器ベントの実施を遅らせることを目的としたものではない（参考3中4ページ参

照）。 
 有効性評価で想定していない状態や設計を超える状態を想定した場合、現行の格

納容器ベントの実施判断基準の見直しの要否、追加の実施判断基準の設定の要否

等について検討する必要があると考えている。この検討には、現場作業や従業員
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被ばくへの影響なども考慮する必要があるため、継続的な検討が必要と認識して

いる。 
 プラントの状況に応じた柔軟な対応を可能にするためには、実施判断基準だけで

なく、当該基準に至るまでの時間やプラント状態を整理し、その状況下で使用で

きる設備を組み合わせてアクシデントマネジメントを考える必要がある。 
 
  【建屋に漏えいした水素を排出する対策】 

 HVACを現行の設計のまま活用することについては、米国のBWRオーナーズグ

ループの手順にも記載されているものであり、短期的対応として検討することを

考えている。 
 HVACの給気機能による掃気や、（CNOとの意見交換会でも言及した）建屋外

からの可搬の送風機による掃気については、まだ着想段階であり、今後の検討が

必要と考えている。 
 建屋の水素爆発防止対策としてSGTSを選択している事業者（中部電力）におい

ては、現状は既存設備からの改造等は実施していないものの、中長期的な検討対

象である「設備の防爆化」等の見通しが得られた場合には、その採否を検討する

こととしている。 
 HVACの活用に関して、検討の意思を明確に表明していない事業者（東京電力、

中部電力）については、電源の確保や設備の信頼性などの課題を整理しているた

め、要否を検討する段階まで議論が進んでいないものであり、当該対策を実施し

ないことを決めたものではない（参考2中11ページ参照）。 
 扉改造（スリット等の追加）に関して、検討の意思を明確に表明していない事業

者（中部電力、日本原子力発電、電源開発）については、扉の改造は、空調のバ

ランスや扉そのものの機能への影響を踏まえて検討する必要があるため、要否を

検討する段階まで議論が進んでいないものであり、当該対策を実施しないことを

決めたものではない（参考2中11ページ参照）。 
 建屋の開放実験については、管理区域の開放に係る課題、防護管理上の課題、

BOPの開閉に伴う作業上の課題等があるため、実験の結果得られる情報の整理と

合わせて、その実施要否について検討している。 
 SGTSの定期事業者検査などの機会を活用した、建屋下層階の局所的な滞留箇所

も含めた建屋全体の空気の流れを把握するなどの取組については、当該取組時と

事故時における条件の違いなども含めて、詳細な検討が必要と考えている。むし

ろ、複数の解析評価を行ってデータを蓄積し、検討を進めていく方が現実的と考

えている。 
 ヘリウムボンベ等による格納容器からの水素漏えいの簡易的な模擬や、煙等によ

る流れの可視化など、精緻に事故条件を再現せずとも可能な取組から実施するこ

とを含め、検討を行っていく。その際には、併せて、これらの取組を実際に行う

上での課題や、現場における取組で可能なこと・解析で可能なことの整理を行う

必要があると考えている。 
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  【建屋に漏えいした水素を処理する対策】 

 ウォークダウンを踏まえた静的触媒式水素再結合装置（以下「PAR」という。）

や水素濃度計の追設については、耐震性、周辺施設への波及的影響（PARの処理

熱の影響など）、水素濃度計の電源や伝送系の設計等を検討する必要があり、そ

の実施には時間を要することから、中長期的対応と位置付けている。 
 水素濃度計の追設については、中長期的対応と位置付けているが、格納容器ベン

トに係る短期的対応との関係もあることから、全ての検討の完了を待って対応す

るのではなく、優先度をつけ、スピード感を意識しながら対策を実施していく。 
 水素濃度は格納容器ベントやSGTSの停止判断に用いる指標であり、水素濃度計

の計測精度を向上させることで水素爆発対策に係る能力を向上できることは認識

していることから、水素濃度の計測精度向上については技術動向を見ながら検討

していく。一方で、現時点において、当該取組に係る具体的な計画があるわけで

はない。 
 建屋下層階へのPARの追設に関して、検討の意思を明確に表明していない事業者

（中部電力）については、現在審査中の新規制基準適合に係る設置変更許可申請

の中で、建屋の水素爆発防止対策として、PARではなくSGTSを選択しているこ

とから、現時点においては、PARの追設の要否について検討の手前の段階にある

（参考2中11ページ参照）。 
 

４．水素防護対策に関する議論の整理 
（１）現行規制での対応と現状認識 

 現行規制の下では、新規制基準対応として、建屋の水素濃度基準による格納容器

ベント、大物搬入口の開運用による流路の確保及びオペレーションフロアへの

PARの設置による水素処理、SGTSの運転による水素排気などの対策がなされる

とともに、自主的な対応としてBOP又は建屋トップベント設備の開放などの対策

もとられている。こうした対応により、現状においても建屋の水素爆発防止対策

は相当程度実施されており、災害の防止上支障はないものと考えられる。 
 他方、中間取りまとめでは、事象進展の機序に不確かさは残るものの、東京電力

福島第一原子力発電所第３号機建屋下層階に水素が滞留していたこと等が示唆さ

れている。 
 建屋の水素爆発は、炉心損傷後の極めて後段の不確かさが非常に大きな領域にお

ける事象であり、中間取りまとめを踏まえれば、現状において建屋の水素爆発防

止対策が相当程度実施されているとしても、更なるリスク低減を図るための対策

を講じる必要がある。 
 炉心損傷後の不確かさの非常に大きな領域における更なるリスク低減対策を、規

制上どういう形で取り扱っていくか（要求のあり方や確認の方法など）整理する

には時間を要することから、それを待っていては、対策の遅れや作業の手戻りが

生じるおそれがある。よって、建屋の水素爆発防止対策に関する共通理解を規制

当局と事業者との間で醸成しながら、実施可能な更なるリスク低減対策を速やか
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に進めていくことが望ましい形と考えられる。 
 
（２）事業者等との認識共有 

 事業者等からは、建屋の水素爆発の更なるリスク低減を図るため、各プラントの

特徴等を踏まえ、様々な対策を検討していく必要性が示され、規制当局との間で、

更なるリスク低減対策が必要という認識を共有した。 
 ATENAの取組も交えた事業者の対策検討の進め方及び工程が示され、短期的対

応については可能な限り原子炉の再稼働前に整備し、中長期的対応については検

討が終了したものから順次実施していくとの意向が示され、その考え方について

の認識を共有した。 
 これらを踏まえた具体的な取組及び実施時期について、事業者等と認識を共有し

た事項を整理すると表１のとおり。 
 

表１ 原子炉建屋の水素爆発防止対策に関する実施事項と実施時期 

 
短期的対応 

（～2023年度末：可能な限り原

子炉の再稼働の前に整備） 

中長期的対応 
（2023年度以降順次） 

【水素漏えい抑制】 
格納容器から建屋への

水素の漏えいを抑制す

る対策 

・格納容器ベントの実施判断基準

を明確にした手順書の策定※ 
・実施判断基準に到達した場合に

躊躇無く格納容器ベントを実施

するための体制整備※ 
・実施判断基準に至った場合に躊

躇無く格納容器ベントを実施す

る方針の確認※ 

・格納容器の設計条件等を超える

状態を想定した場合の格納容器

ベントの実施判断基準の追加・

見直しの検討 

【水素排出】 
建屋に漏えいした水素

を排出する対策 

・HVACを現行の設計のまま活用

するためのアクシデントマネジ

メントの検討 
・SGTSを用いた水素排出対策※ 
・BOP、建屋トップベント設備

等による水素排出対策※ 
・建屋の開放実験の実施要否の検

討 

・SGTS、HVACの起動による着

火リスク低減方策（防爆化等）

の検討 
・事故時における隔離方針のあり

方（HVACの継続運転等）の検

討 
・扉改造（スリット等の追加） 

【水素処理】 
建屋に漏えいした水素

を処理する対策 

・プラントウォークダウンの実施 
・オペレーションフロアへのPAR
の設置及び流路の確保※ 

・オペレーションフロア及び下層

階主要箇所への水素濃度計の設

置※ 

・プラントウォークダウンを踏ま

えた建屋内水素挙動評価 
・プラントウォークダウンや水素

挙動評価を踏まえた水素濃度

計、PARの追設（優先順位をつ

けて順次実施） 
※新規制基準対応（自主も含む）として実施するもの。 
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５．討議 
以上を踏まえ、本件に係る対応について、作業チームとしては以下のように考えてい

るところ、原子力規制委員会において討議いただきたい。 
 ４．において述べたとおり、現状においても建屋の水素爆発防止対策は相当程度実施

されており、災害の防止上支障はないものと考えられるが、中間取りまとめを踏まえ

れば、建屋の水素爆発の更なるリスク低減を図るための対策を講じる必要がある。 
 建屋の水素爆発は、炉心損傷後の不確かさの非常に大きな領域における事象であり、

更なるリスク低減対策をどういう形で規制上取り扱っていくか（要求のあり方や確認

の方法など）を整理するには時間を要するため、その検討を待っていては、対策の遅

れや作業の手戻りが生じるおそれがある。 
 事業者等においては、各プラントの特徴等を踏まえ、建屋の水素爆発防止対策に関す

る計画を立て、更なるリスク低減対策を規制当局と認識を共有しながら進めていくこ

とを表明している。 
 このような状況を踏まえれば、更なるリスク低減対策については、規制当局と事業者

等との共通理解の下、事業者等において自律的かつ計画的に進めていくこととしては

どうか。 
 また、事業者等との共通理解を随時醸成していくため、事業者等が策定するとしてい

るアクションプラン、短期的対応の取組状況、中長期的対応の検討状況等を公開の会

合等でフォローアップし、必要に応じて原子力規制委員会に報告することとしてはど

うか。 
 

＜参考資料＞ 
参考1 原子炉建屋の水素防護対策に係る規制当局の関心事項（第15回主要原子力施設設

置者の原子力部門の責任者との意見交換会 資料1） 
参考2 水素防護対策の検討状況について（第2回東京電力福島第一原子力発電所事故に

関する知見の規制への取り入れに関する作業チーム事業者意見聴取会合 資料2
－1） 

参考3 各事業者のSGTS・常用換気空調系、ブローアウトパネル・トップベントの状況、

FCVSベント実施体制・実施条件について（第2回東京電力福島第一原子力発電

所事故に関する知見の規制への取り入れに関する作業チーム事業者意見聴取会

合 資料2－2） 
参考4 水素防護に関する知見の規制への反映に向けた検討状況（中間報告その２－事業

者意見聴取会合の結果－）（令和4年5月25日第12回原子力規制委員会 資料6） 
 

- 7 -



資料１ 

原子炉建屋の水素防護対策に係る規制当局の関心事項 

 

 原子炉建屋の水素防護対策について、東京電力福島第一原子力発電所事故の

調査・分析に係る中間取りまとめ及びこれまでの議論を踏まえ、規制当局として

の主な関心事項は以下のとおり。本 CNOとの意見交換会1での意見交換を踏まえ、

今後、公開の場2において、当該関心事項に対する事業者の見解を聴取していき

たい。 

 

➢ 原子炉格納容器から原子炉建屋への水素の漏えいを抑制する対策として、躊

躇なくかつ確実に、原子炉格納容器ベントを実施する判断を行うことができ

る体制・手順等の整備 

 

➢ 原子炉建屋内の水素を排出する対策として、トップベント又はブローアウト

パネルに加え、常用の建屋換気空調系の活用 

 

➢ 原子炉建屋下層階における水素の局所滞留対策として、プラントウォークダ

ウンの結果に応じた水素濃度計や触媒式リコンバイナの追設 

 

 

 
1 主要原子力施設設置者の原子力部門の責任者との意見交換会 
2 東京電力福島第一原子力発電所事故に関する知見の規制への取り入れに関する作業チー

ム事業者意見聴取会合 
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水素防護に関する知見の規制への反映に向けた検討状況 

（中間報告その２－事業者意見聴取会合の結果－） 

 

 令和４年５月２５日 

原 子 力 規 制 庁  

 

１．趣旨 

本議題は、東京電力福島第一原子力発電所事故に関する知見の規制への取り入れに関す

る作業チーム（以下「作業チーム」という。）における検討状況のうち事業者意見聴取会

合の結果について報告するものである。 

 

２．経緯等 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」（以下「中

間取りまとめ」という。）から得られた知見の規制への取り入れに関して、令和3年度第

50回原子力規制委員会（令和3年12月8日）において、その時点で議論の素材としている対

策例1など作業チームにおける検討状況について報告するとともに、事業者及び原子力エ

ネルギー協議会（ATENA）から意見を聴取する方針を示した（参考参照）。 

これを踏まえ、作業チームは、令和4年4月22日に事業者からの意見聴取2を行った。意

見聴取結果は、３．のとおり。 

 

３．事業者からの意見聴取結果 

作業チームは、あらかじめ作業チームが示した対策例に関する質問票3を事業者に送付

し、会合では事業者の回答資料を基に（１）作業チームの対策例に係る事業者の見解につ

いて説明を受け、（２）作業チームから追加質問し意見交換する形で、意見聴取を行った。 

事業者からの意見聴取結果のポイントは、それぞれ以下のとおり（詳細は別紙参照）。 

 

（１）作業チームの対策例に係る事業者の見解 

 事象想定の考え方や対策の仕方について事業者ごとに違いはあるものの、あら

かじめ提示した対策例を組み合わせるとともに、追加の設備上の手当てを行い、

水素爆発の防止対策強化を検討する方針であった。 

 格納容器フィルタベント（以下「PCVベント」という。）とブローアウトパネル

もしくは原子炉建屋トップベントの開放による原子炉建屋からの排気（以下

「建屋ベント」という。）について、多くの事業者はPCVベントを優先的に使用

する考えであった。他方、東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電

力」という。）は建屋ベントを優先的に使用する考えであった。 

 
1 水素の排出元に着目し、水素爆発の未然防止対策として、①格納容器フィルタベント機能を用いる対策、②原子炉建屋内フィルタ付換気

機能を用いる対策を例示 
2 第1回東京電力福島第一原子力発電所事故に関する知見の規制への取り入れに関する作業チーム事業者意見聴取会合 
3 対策例①②ごとに、水素ガス検知の方法、考えられる具体的な対策、その対策を実施する際の懸念事項等を質問事項として整理したもの 

資料６ 
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 PCVベントや建屋ベントを実施するタイミングによっては、希ガスによる作業員

の被ばく等の観点から、可搬型重大事故等対処設備による電源確保や注水確保

のための準備作業（以下「インサービス」という。）に影響するとの懸念が示

された。 

 非常用ガス処理系（以下「SGTS」という。）については、多くの事業者は原子

炉建屋の水素爆発防止策として期待しないとの考えであった。 

 PCVベントや建屋ベントの実施判断のため、水素濃度計の下層階への追加設置を

検討するとの考えが示された。また、建屋ベントについては、中央制御室から

の遠隔開操作設備の追加を検討するとの考えを表明する事業者もあった。 

 下層階の水素の局所滞留対策検討のため、プラントウォークダウン等を実施し、

その結果に応じて水素濃度計や触媒式リコンバイナ（以下「PAR」という。）の

追加設置、流路確保策を検討するとの考えが示された。 

 水素漏えい挙動の予測の高度化等は、研究要素もあり時間を要するとの見解で

あった。また、ATENAの枠組みにより事業者間の共通課題として対応を検討して

いく予定であるとのことであった。 

  

（２）事業者の見解に係る意見交換 

①：本検討に係る認識の共有について 

 中間取りまとめを踏まえて、原子炉建屋における水素爆発の更なるリスク低減

を図るため何らかの対策が必要であること、特定の事象進展を想定して対策を

講じることは難しいが、各プラントの特徴等を踏まえ様々な対策を検討してお

く必要があることについては、出席者間で認識を共有した。 

 

②：早期ベント4のフィージビリティについて 

 可搬型重大事故等対処設備のインサービスに影響するとの懸念に関して、ベン

トとインサービスの操作順序については、常設設備や計装設備の状態などによ

って判断するとの意見があった。プラント状態が監視できない場合には、プラ

ント状態の悪化を推定してベント実施を判断すべきで、そのような場合を想定

したアクシデントマネジメントを考えておく必要があるとの意見があった。 

 PCVベントよりも建屋ベントを優先的に使用する東京電力の考えに関しては、ブ

ローアウトパネルを中央制御室から遠隔開放できるようにしているため、開放

作業による作業員の被ばくの懸念がなく、水素漏えいの初期段階では格納容器

バウンダリの維持を重視するとの見解であった。 

 

③：ベント判断に必要なパラメータ計測について 

 原子炉格納容器が健全と判断できる間はPCVベントは行わず、原子炉建屋への水

素漏えいを検知してから、水素漏えいの進展に応じてPCVベント等の対応を行う

という見解であった。 

 
4 PCVベント、建屋ベントの双方に共通する場合は、便宜上「ベント」と記載している。 
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 事業者の回答が過渡ケースでの事象進展を前提としていたことから、LOCAケー

スを想定した場合に対応に違いがあるかを質問したところ、原子炉建屋への水

素漏えいの兆候を捉えたアクシデントマネジメントを検討するという視点では、

用意する対策に大きな違いはないとの見解であった。 

 他方、判断に用いるパラメータが得られない状況も考える必要があり、その場

合は、代替手段や時間経過によりプラント状態を推定してベント実施の判断を

するなど、何に基づいて状況判断をし、用意された中からどの対策を講じるの

かを考えておくことが重要との見解であった。 

 

④：中央制御室の被ばく評価について 

 回答資料では、中央制御室の運転員の被ばく5に関して、建屋ベントの放出高さ

による影響などに言及する事業者もあったため、実際の被ばく量に懸念がある

のか、被ばく評価結果の数字上の懸念なのか質問した。事業者は、現実的な被

ばく量を見積もることは難しく一概に言えないものの、おおよその被ばく量を

把握し運転員の防護策を検討することや、水素爆発による放射性物質放出のデ

メリットと建屋ベントによって水素爆発を回避するメリットを比較し、ベント

可否の判断をすることが考えられるとの見解であった。 

 

⑤：原子炉建屋内の水素濃度低減策について 

 水素対策として、排出するのではなく、二酸化炭素等で希釈し原子炉建屋内の

水素濃度を低減させるといった対策は想定されるか質問したところ、そのよう

な対策が現実的に可能かは未検討であるとの回答であった。 

 

⑥：SGTSの改良について 

 重大事故時の水素排出に用いるためSGTSの改良を検討しているか問うたところ、

耐爆性や配管勾配のほか、フィルタの放射性物質除去性能は温度や湿度に依存

することや、閉空間に水素を流入させることになるなど懸念があるため、SGTS

の改良ではなくベントをするとの見解であった。 

 

（３）その他：ATENAにおける検討状況について 

 ATENAが検討中のアクションプラン6について、現時点では、検討内容やアクシ

ョンプランの取りまとめ時期など見通しは明らかではなかった。 

 

（４）事業者からの意見聴取結果の整理 

 中間取りまとめを踏まえて、原子炉建屋における水素爆発（下層階での水素爆

発の懸念）の更なるリスク低減を図るために対策を講じることで、作業チーム

及び事業者間の認識を共有した。 

 
5 ベント実施時には、運転員は中央制御室内の退避室に退避するため被ばくの影響は小さいというのが各事業者の見解 
6 参考資料P.11の【ATENAにおける取組】参照。 
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 他方で、原子炉建屋に漏えいする水素の挙動について、ある特定の事象進展を

想定して対策を講じることは難しく、むしろ、柔軟な発想で様々な対策オプシ

ョンを検討しておくことが有効であり、その対策オプションは、これまで作業

チームが例示していた対策例に限らないことで、作業チーム及び事業者間の認

識を共有した。 

 また、各プラントの特徴や事象進展に応じて最適なアクシデントマネジメント

を選択できるよう、手順の拡張やそれに附随する判断パラメータの拡充、さら

には必要な設備対応を検討するという事業者の考えも把握した。 

 

４．今後の予定 

作業チームにおいて、以下のとおり検討を進め、その結果を原子力規制委員会に報告

する。 

（１）各事業者からの追加の意見聴取 

各事業者がプラントウォークダウン等の調査を踏まえ検討するとしている対策内

容とその対策を履行する目標時期について確認するため、追加の意見聴取を行う。 

その際、事業者が中期的でかつ共同で取り組むとしている検討の内容と目標時期

についても、事業者及びATENA から意見を聴取する。 

 

（２）規制上の取扱いの検討 

令和3年度第60回原子力規制委員会で指示のあった、重大事故対策のうち不確か

さの大きい後段の事象への対策を法令上どのように整理するかという検討も含め、

本件の規制上の取扱いを検討する。 

 

＜別紙、参考資料＞ 

別紙 第１回作業チーム事業者意見聴取会合について 

参考 水素防護に関する知見の規制への反映に向けた検討状況（中間報告）（令和3年12

月8日第50回原子力規制委員会資料3） 
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第１回作業チーム事業者意見聴取会合について 

 

１．開催日：令和４年４月２２日（金） 

 

２．出席者： 

 

（作業チーム） 

市村原子力規制部長、金子緊急事態対策監、遠山技術基盤課長、鈴木課長補佐、

岩永企画調査官、木原上席特殊施設分析官、角谷管理官補佐、照井安全審査官、

阿部総括技術研究調査官、西村技術研究調査官、小城技術研究調査官 

 

（事業者） 

東北電力（佐藤原子力技術課長他）、東京電力（今井原子力安全技術 GM 他）、中部

電力（泉安全技術グループ課長他）、北陸電力（四十田副部長他）、中国電力（村

上 GM 他）、日本原電（山中技術・安全 GM 他）、電源開発（大谷炉心・安全室室長

他）、原子力エネルギー協議会（山中部長他） 

 

３．内容 

あらかじめ作業チームが示した対策例1に関する質問票2を事業者に送付し、事業

者の回答資料3を基に（１）作業チームの対策例に係る事業者の見解について説明を

受け、（２）作業チームから追加質問し意見交換をした。 

 

（１）作業チーム対策例に係る事業者の見解 

 

①  東北電力 

 各社それぞれ前提条件を考えておいて回答しており、少しばらつきがある。

どういう前提を置いて対策を考えていくのか、共通の前提条件を共有しな

がら進めていくことが今後の建設的な議論につながっていくのではないか。 

 前提として以下を置き、早い段階で PCV ベント又は建屋ベントを行うケー

スと、R/B（原子炉建屋）への水素の異常な漏えいが検知された段階でそれ

らを行うケースを考えた。 

 

 
1 令和 3 年度第 50 回原子力規制委員会資料３別紙に記載の対策例。 

水素の排出元に着目し、水素爆発の未然防止対策として、①格納容器フィルタベント機能を用
いる対策、②原子炉建屋内フィルタ付換気機能を用いる対策を例示している。 

2 対策例①②ごとに、水素ガス検知の方法、考えられる具体的な対策、その対策を実施する際の
懸念事項等を質問事項として整理したもの 

3 第 1 回作業チーム事業者意見聴取会合資料 1-1～資料 1-7 

別紙 
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（１）事象進展等の前提条件 

・SBO＋全注水喪失事象（スクラム成功，LOCA なし）が発生。SRV は機能し DCH 発生は

防止。直流電源によるパラメータ監視は可能。可搬型設備は使用可能。 

（２）水素防護対策の実施想定 

①  R/B 内水素濃度上昇を確認する前に，R/B 内への水素漏えいを防止する目的で、

非常に早期にフィルタベントを実施する場合 

②  R/B 内水素濃度上昇を確認後，以降の R/B 内への水素漏えいを緩和する目的で、

早期にフィルタベントを実施する場合 

③ R/B 内水素濃度上昇を確認する前に，R/B 内の水素濃度を抑制する目的で、予め

SGTS を起動する場合 

④ R/B 内水素濃度上昇を確認後，R/B 内の水素を排出する目的で、SGTS を起動する

場合 

 

 主要な事象進展としては、事象発生（SBO）から、おおむね１時間を少し超

えたあたりで炉心損傷、おおむね 4時間 で RPV 破損、PCV 圧力が 1Pd を超

えるのがおおむね 6 時間後。交流電源の復旧有無など 8 ケースを検討して

いる。 

 1Pd に至る前というのは設計を大きく超えるものではないので、異常な水

素漏えいを考える範囲ではないという考え。1Pd までの範囲で早期ベント

をするという戦略マネジメントを取る状況にはないと考える。SGTS を活用

し 1Pd を超えたあたりからベントを使用することを考えるのが現実的。た

だし、課題もあり、早期ベントによる希ガス排出になる。STGS も水素燃焼

の耐性、配管が連続上り勾配ではないという課題もあり、1Pd を超えて SGTS

を使用していくというのは、あまり現実的ではない。 

 電源復旧を見込める状況下では、電源復旧後に水素濃度の上昇を検知した

場合に限っては SGTS を起動し、それでもなお R/B の水素濃度が顕著に上

昇する場合には PCV ベントというマネジメントがよいと考えている。 

 常設・可搬型のいずれも当座復旧を見通せない状況下では、R/B への漏え

いが顕著に見られた場合、PCV ベントするマネジメントがよいと考えてい

る。 

 SGTS が使用できず、PCV ベントを実施してもなお R/B の水素濃度が低下し

ない場合、後備の手段として建屋ベントを使用していくのがよいと考えて

いる。 

 有効性評価では最短 45 時間という PCV ベントタイミングであり、希ガス

は、ほぼ減衰しきっている。今回の前提条件で考えると、1Pd を超えてくる

のが6時間となり、炉内内蔵量に対しての希ガスの放出割合が30％程度で、

有効性評価の 45 時間と比べ 10 倍程度となる。屋外で注水のラインナップ

作業には顕著な影響を与えると考える。作業の一時中断などの対応を併せ

て考えて、マネジメントしていくことかと思う。 

 自主的な取組について、水素の漏えい経路に対する不確かさとしては、局
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所エリアに対する水素漏えい、下層階における水素の漏えいと滞留につい

て考えていく必要があると思う。現場のウォークダウンを行い滞留ポイン

トなど確認できれば、PAR の設置といったものを具体的に検討していきた

い。 

 建屋ベントはオペフロに２ヶ所あるが、ベント設備そのものについては、

二重蓋で単純構造なので、構造的に特段問題はないと思う。開放は、R/B の

附属棟の屋上に作業員が行って、ワイヤーロープを巻き取るという作業が

ある。水素が出ている中、そして放射性物質の影響がある中、こうした作

業上の問題というのはあると思うので、遠隔で開放できないのか検討を進

めていきたい。 

 格納容器から水素が漏えいしてくるような局所エリアとし、バルブラッピ

ング室などを挙げている。こうしたエリアは、建屋空間とつながる換気ダ

クトがあるが、ダクト口よりの部分は滞留の可能性も否定できないのでは

ないかと考えている。こうしたエリアについても、自主的に PAR の設置が

できないか検討をしていきたい。 

 水素の漏えい量の予測に対する課題について、段階的なアプローチが必要

であると思う。まず、代表プラントで現場の調査を実施して、プラントの

設計の類似性や違いを見ていくという効率的なやり方もあると思う。また、

シール材の想定環境下での健全性を評価していく、解析的な水素漏えい量

の予測精度を上げていくという検討も必要なのだろうと考えている。後者

は、研究要素もあり少し時間をかけながらやっていくことだと思う。ATENA

を軸にしたアクションプランの検討の中でも議論していくべきものと考え

ている。 

 PCV ベント、SGTS、どちらを優先ということではなく、各プラントの状況に

応じて最適な戦略を選択しながら対処する。SA を超える領域に対しては、

判断に必要なパラメータを確実に把握しながら、複数の対策を組み合わせ

て最適な戦略を選択できるよう、事業者自らが対応の手順を拡張していく

検討をするが重要と考えている。 

 

②  東京電力 

 対策①、②を組み合わせた戦略を考えている。 

オペフロ又は下層階の水素濃度が設定値に到達した段階で、まずは BOP を開

放し、それでも水素濃度が低下しない場合には PCV ベントを考えている。水

素漏えいを検知した場合の早期 PCV ベントは、閉じ込め機能の喪失につなが

るので、実施しないことを考えている。  

 前提の想定事象は、R/B に大量に水素漏えいするような SA 超過を想定して

おり、注水と電源の状態によって進展が異なるため、それぞれの状態を考慮

している。 

1F 事故相当の無注水で電源がない場合と、注水と電源確保は成功している

が漏えいが不測事態による水素漏えいが発生した場合を想定。 
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漏えい箇所によっても議論が異なるため、オペフロ、下層階の二つに分けて、

計４パターン検討し回答する。 

 PCV ベントのタイミングの判断パラメータの候補としては、水素濃度、放射

線量、水蒸気、PAR の動作状況を考えているが、まずは水素濃度を見るのが

有利であると考えている。 

検知場所と実現性については、オペフロと下層階でリークポテンシャルの高

いところには、既に水素濃度計を設置しており、対応可能と考えている。  

一方、ウォークダウンを実施したところ、滞留が起こりそうな箇所を確認し

ており、水素濃度計を設置して中央制御室で監視することを考えている。 

 下層階やオペフロが設定値に到達した段階で、まずは BOP。その後も水素濃

度が低下しない場合には PCV ベントを実施する。  

 放射性物質の放出量は、1F 事故相当の場合は、早期で PCV ベント、BOP を開

放することになるので、有効性評価よりも放出量は多くなる。例えば事象発

生から 6時間では、希ガスは 4.1 倍、Cs137 は 4.5 倍になる。 

不測事態の PCV 漏えいの場合には、ベント時間等は PCV の破損タイミングに

依存するので、これが有効性評価より早い場合には、放出量は大きくなる。 

 ベントを早めることによる作業成立性については、1F 事故相当の場合には

電源がない状態なので、可搬型による対応が基本になる。可搬型の準備の時

間より、PCV ベント、BOP 開放が早い場合には、被ばくの観点から、可搬型

による作業は成立しない可能性がある。 

不測の PCV 漏えいの場合には、電源確保されている場合には、循環冷却で除

熱を行うが、こちらもインサービス前に BOP 開放、PCV ベントとなれば、被

ばくの観点から作業は成立しない可能性がある。  

 運転員の被ばくについて、中央制御室には陽圧化装置があり、この準備時間

が 30 分なので、ベント開始が多少早まったとしても問題ない。 

入退域の被ばくについては、今後検討していきたい。  

 CV からの水素漏えいと PCV ベントどちらが優位であるかについては、速や

かにベントするという前提で回答すると、水素爆発の未然防止ということを

考えた場合には、単純に格納容器の水素を直接排出する PCV ベントが優位で

あると考えている。ただし、PCV ベントは、バウンダリを開放して FP を放出

するので、作業員の被ばくと作業成立性を考えると、どちらがいいとは言え

ず、様々な対策を組み合わせるという選択を考えている。  

 規制基準化した場合の対策実施期間は、オペフロについては、特に対応は不

要と考えている。下層階の漏えいについては、水素濃度計の設置、電源や監

視設備、PAR の追加設置、扉の改造などが考えられる。期間は記載のとおり

（最低で、解析 12 ヶ月以上、設計変更 6ヶ月以上、許認可対応 12 ヶ月以上

（仮）、工事 14 ヶ月以上）。 

なお、手順書についても整備をしていく必要がある。  

 SGTS については、負圧維持に必要な設備として電源がある場合に使用した

いと考えている。SGTS は、水素濃度が 1.3％に達した場合には系統内の水素
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爆発を防止するために、余裕もって停止することを考えている。 

 建屋放出時の放射性物質の放出量について、PCV の漏えい量によって放出量

は変動するので、除去効果で考えればよい。希ガスについては、どちらの対

策でも除去できないため PCV ベントと同等。ヨウ素についてはチャコールフ

ィルタ、粒子状フィルタについては、それぞれ高性能フィルタで除去できる

ものと考えている。 

中央制御室の入退域時の被ばくについては、PCV ベントに比べて BOP の放出

高さが低いことへの影響はあるのではないかと考えている。 

 R/B、SGTS、BOP 等の SA 上の役割については、許認可の被ばく評価、水素濃

度評価において期待しているという観点で回答する。 

R/Bについては、PCVの閉じ込めを補完する設備であって、SGTSと相まって、

FP の放出低減に寄与する。また、（オペフロに設置する）PAR までの流路と

しても期待している。 

SGTS については、R/B の負圧を維持する設備としては期待しているが、水素

排出設備としては期待していない。 

BOP は、ISLOCA 時の対策、あとは気密性確保のバウンダリの一部。 

トップベントは、設計上は期待していないが、開放で水素の濃度を減らすこ

とができる。 

 BOP の開閉作業の被ばく、水素爆発による安全性観点については、BOP は、

遠隔で中央制御室より操作できるようにしており、作業時の被ばく等はない。 

BOP、トップベントともに、電源がない場合には手動で開放することができ

るため、水素濃度が可燃限界に至る前に、手動で開けに行く手順を現在検討

している。  

 下層階の水素滞留箇所については、①～⑤の部分にあると考えている。それ

ぞれダクトや重力ダンパ（GD）が存在するが、こちらの存在による可燃性の

評価をして、水素濃度が可燃限界を超えるものについては対策※をする。 

① 上部 D/W 機器搬入用ハッチ室（地上２階） 

② 上部 D/W 所員用エアロック室（地上２階） 

③ S/C 出入口室（地下１階） 

④ 下部 D/W 機器搬入用ハッチ室（地下２階） 

⑤ 下部 D/W 所員用エアロック室（地下２階） 

※②GD の撤去、⑤入り口扉に開口部を設定 

ウォークダウンを実施し、周辺部や階段室に水素滞留の懸念のある場所を確

認しており、こちらも対策を考えていきたい。  

 下層階の水素の滞留箇所の懸念による AM 作業への影響については、爆発又

はその懸念がある場合には、建屋の入域を禁止している。なお、有効性評価

においては、建屋内の作業は期待していない。 

水素爆発又はその懸念がある場合には、例えば MO 弁を手動で開放する操作

や機能喪失した設備を復旧するときに作業の妨げになるのではないかと考

えている。 
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 下層階の水素爆発の防止対策については、大物搬入口のハッチ開放、BOP の

自動開放（遠隔開放）、水素濃度監視、PAR の設置、扉にスリットを入れるな

ど、今後検討していく。  

 水素の漏えい量の予測については、短期間で向上させることは難しいと考え

ている。水素漏えい量は、事故進展、格納容器内の環境にも依存するため、

解析などによって確認していく。シール部の脆弱性などを調査し、精度向上

を目指していきたい。 

水素滞留箇所の特定、検知、除去についても、短期間で向上するのは厳しい

と考えている。水素の挙動は不確かさが大きいので、解析のみで実施するの

は難しいので、解析からの情報とウォークダウンの情報を組み合わせて、適

宜、水素濃度計、PAR の設置、扉の改造など対策を打っていくことを検討し

ている。 

 

③  中部電力 

 対策例①②を組み合わせた多段階の戦略を採用する。 

まず、SA 設備が機能する場合は、PCV は健全で、異常な漏えいが発生するこ

とはないと考えている。こういう状況では、SGTS で水素を含むガスを排出

し、R/B 内を可燃限界未満に維持するということを水素濃度計で確認する。

そのため、現状の SA 対策が機能する場合には、各種対策の実施タイミング

を早期化する必要はないと考えている。  

ここからはシナリオというよりは兆候ベースの話になるが、仮に SA 対策の

一部が機能しない場合、PCV の中の環境が悪化するということで、PCV の健

全性が失われる可能性がある。こうした場合には、R/B への異常な水素漏え

いが考えられ、その兆候が見られる場合には、可燃限界未満に維持できない

ような兆候が見られる場合には、SGTS を停止して、建屋ベントでの排出の方

に、排出の方法を切り替えていくことで考えている。また、これと並行して、

水素の漏えい元である格納容器のベントを行うことによって、建屋への漏え

いの抑制をすることを考えている。  

以上、こういった既存の対策を前提として、早期化については、仮定を置い

た形で影響を見るということで回答をしている。 

 特徴的なところとして、浜岡では、SGTS を水素爆発による R/B の損傷を防

止するための設備、設置許可基準規則第 53 条の対象設備に位置付けている。

水素燃焼防止のために、可燃限界未満に維持できない場合には、停止する運

用としている。BOP については、オペフロに設置していないため、水素爆発

を防止する設備としては期待していない。 

 建屋ベント（トップベント）については、53 条の自主設備として排出機能に

期待をしている。建屋ベントについては、中央制御室からの遠隔操作が可能

な設計としている。 

 下層階の水素滞留と水素漏えい量の予測については、東北電力も触れていた

が、現在、ATENA の枠組みで、共通の課題として対応を検討していく予定で

- 10 -- 35 -



  
 

7 
 

あり、その中でアウトプットを出して検討を進めたい。 

 

④  北陸電力 

 志賀 2号機は現在新規制基準適合性審査中であり、許認可を受けた社とは違

うステージとは思うが、有効性評価で想定しているシナリオでの対策を実現

するに当たって、リスクが高いところはどこにあるのか、中間取りまとめは

示唆に富むものがあるので当社なりに考えた。 

 基本はオペフロに設置した PAR で処理するため、いかにオペフロに水素を導

くかに主眼が置いている。PCV のトップヘッド、格納容器のハッチ等リーク

ポテンシャルが高いところから漏れてきたものをいかに上に導くか。周回通

路を使って上方に流すものもあれば、それぞれ部屋にある換気空調系のダク

トからオペフロに導かれるが、想定どおりいくのかどうかを確認するために

ウォークダウンや、空調ダクトの図面を現場で追うなどしている。 

 PAR による処理が一番の対象であって、これに導く経路を確保し、処理がう

まくいかない場合も考え、ハッチ付近等に付ける水素濃度計の濃度を基準に、

PCV ベントで格納容器の中の水素を排出する。 

それでも R/B 内の水素濃度が上昇する場合は、BOP を強制的に開放すること

によって、水素を排出する。SGTS は防爆機能がないということもあり水素排

出の対策とはしない。 

 BOP は最終手段として水素を排出するもの。除染効果が期待できず地上放出

になるため、PCV ベント等で排気筒から放出する場合と比べて厳しい結果が

出るため、PCV の閉じ込め機能を生かしながら、公衆の被ばくをそれによっ

てできるだけ抑えるという対策で、今のやり方というのは、かなりバランス

が取れているのではないかと思う。 

 現状と今後について、設備面で言うと、先ほどの PAR、水素濃度計、BOP に

加えて、これまでは機器ハッチ、オペフロには水素濃度計を付けているが、

ほかにリークポテンシャルが高いと思われるペネトレーション室などにも

水素濃度計を追設した方が、より現場の状況を把握しやすいのではないかと

も考えている。PAR も局所的に付けるか、他方で PAR が動作すると温度が上

がるので、部屋の大きさにも制限がかかるとは思われるが、こういったもの

の導入も考えていきたい。 

 運用面で言えば、判断基準の設定、現状は格納容器の能力を最大限に活用し

つつ、公衆被ばくの低減とのバランスを狙った判断基準になっているが、水

素爆発によって、その後の作業が問題になるリスクが顕在化するシナリオが

あるのであれば、それに重きを置いた判断基準というのもあると思うので、

そういったものも検討をしていきたい。 

通常の換気空調系、これは少し長期的な、事故直後というより数日後の話だ

と思うが、作業員が現場でいろいろ自由に作業をするには、放射線だけでな

く水素も取り除きたいと思う。常用系の空調を動かすというようなことも考

えていきたい。 
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 このほか、BWR は PWR と異なり CV 内は窒素置換ということで、効果がある

ようなら CV 内の PAR 設置ということも実施する。 

 局所のみ水素が留まって、ほかはきれいな状態であれば、局所に空気や不活

性なガスを送るといったアイデアもあるかと思うが、これらは水素の漏えい

と、そこの水素濃度がどう変化していくかという解析的なところがどれだけ

精緻にできるかにもかかってくるので、そういったものも今後検討していき

たい。 

 ウォークダウンの状況等については、志賀 2号は 1回目のウォークダウンを

し、現場のビデオを撮影して、後からでもいろいろな目で確認できるような

状況にしている。周回通路周辺で、小部屋、天井の付近にくぼみがあり溜ま

りそうなところがあった。空調用のダクトも、基本はオペフロに上がってい

く構造にはなっているが、一部の周回通路等で 1回下がってから上がるとこ

ろもあるので、直せるものなら直したいし、直せないようなら何らか対策も

今後考えていきたい。 

 空調関係では、各小部屋からオペフロにつながるダンパも現場図面等を確認

したが、重力ダンパ（GD）のようなものは特にない。 

ただし、通路からの扉があるので、そちらは例えば東京電力と同様にスリッ

トを付けて空気の流れを確保する形にしたいと思う。 

 

⑤  中国電力 

 島根 2号機を対象に、新規制基準適合性審査で説明した対策手順を基本とし

て回答。BOP の使用は PCV ベントと組み合わせて実施することを前提。 

 審査では、有効性評価の範囲を一定程度超える状態まで考えており、水素爆

発防止は基本的に対応できている。ただし、今後の議論の中で、それ以上の

状況を想定するという話になれば、追加の設備、手順を考える。 

 PCV ベントの判断は、R/B の水素濃度が 2.5％に到達した際に実施。 

 有効性評価で想定している水素発生量と格納容器漏えい率を一定程度超え

た（10%/day）としても、オペフロの PAR によって水素が処理されるため、

ベント開始時間が極端に早くなることはなく、有効性評価と比べ、放射性物

質の放出量が極端に大きくなることはない。 

 中央制御室の被ばくについても、ベントタイミングが極端に早まるものでな

ければ、退避時間が手順に影響することはない。PCV ベント後、10 時間程度

の退避で中央制御室の線量は十分低下する。ベントタイミングが早まった場

合でも、被ばく線量増加に伴って手順が成立しなくなることは考えにくい。 

 PCV ベントで圧力が下がるため、R/B の水素漏えいを緩和できる。 

 SGTS と BOP から放出される放射性物質の放出量は、SGTS は有効性評価と同

等の放出量の想定となり体制手順への影響はない。一方、BOP からの放出量

は、有効性評価と比べて大きくなるが、PCV ベントと同様のタイミングであ

れば、運転員は待避室に待避するため、PCV ベントの影響に比べて、無視で

きる程度。 
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 BOP の開放操作時の被ばくと安全確保については、BOP の開放基準が可燃限

界に対し十分余裕があることから、開放操作自体は可能。ただし、開放操作

時に BOP 付近で手動操作すると被ばく評価は厳しくなると考えており、BOP

閉止装置を活用した遠隔での開放手順操作を検討している。 

 

⑥  日本原子力発電 

 PCV ベントのタイミングについて、R/B の放射線、水素濃度 2％、PCV のスプ

レイができない場合、PCV 温度が 200℃を超えるような状況のときに、ベン

トをする判断基準を設けている。 

 格納容器から水素漏えいとベントによる水素の放出を比較については、定量

的な検討・回答は難しいが、場合分けをしている。 

まず、SA 対策は想定どおり機能しており、PCV が健全である場合は、格納容

器の閉じ込め機能が期待できるので、早期ベントをするよりも放射性物質の

閉じ込めを優先する。R/B への漏えいを許容しても、感知器、PAR によって、

水素爆発リスクは抑制できる。 

SA 対策が想定どおり機能していない状況を考えた場合は、R/B の方でも、水

素爆発のリスクがかなり高まっているということで、水素の漏えい量を下げ

るという観点からも PCV ベントをする。PCV ベントをして、水素を外部に放

出するほうが良い。 

 下層階の水素滞留の可能性については、原子炉建屋ガス処理系として、SGTS

に加えて非常用ガス再循環系（FRVS）の吸排気口が R/B 内の各階に多数存在

する。様々なフロアから吸気、排気をするので、下層階に水素が滞留する可

能性は、この系統が動いている場合は、かなり低い。ただし、今後、滞留の

可能性というのも考えた上で、ウォークダウン等により調査することを考え

ている。 

 建屋側の水素爆発防止対策としては、FRVS が SGTS の手前側あり、R/B のガ

スを再循環させながら、一部を SGTS で排気筒から放出する設計。 

 対策例どちらか一方ではなく、状況に応じて判断をして、適切な方を使用し

ていく。 

 

⑦  電源開発 

 当社も作業チームの対策例二つを組み合わせた対応を考えている。建屋の水

素濃度が一定の値に到達した場合に、まず PCV ベントを行う。その後、水素

の濃度が低下しない場合には、BOP を開放して、水素を排出する。これをベ

ースに回答している。また、特定の事故シナリオというのは想定せずに、パ

ラメータが操作基準に達した場合には、必要な操作をするということを前提

としている。有効性評価を超える厳しいプラント状態を前提としている。 

 R/B からの排出対策については、SGTS は、建屋内で負圧を維持して、フィル

タを通して排出するという、放射性物質の放出を抑制する機能に期待してい

る。水素排出の機能は直接的には期待していない。水素対策としては PAR を
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設置している。 

 下層階の滞留対策も、現在、ウォークダウンと 3D-CAD の確認によって、滞

留箇所の確認を進めている。その結果を踏まえて、対応をどうするか検討し

ていきたい。BWR 共通の課題と認識しており、ATENA のワーキングで今後取

り組んでいく方向で検討している。 

 

⑧  ATENA 

 今の段階で何か特にということはないが、各社から回答があったとおり、

共通的に対策をとれるものについては、共通で取り組んでいくというよう

なアクションプランを ATENA で検討中であり、これから各社一緒になって

作っていきたい。よりよい対策にしていきたい。 

 

（２）意見交換 

 （１）の説明に関して作業チームから質問・コメントし、意見交換を行った。 

①  本検討に係る認識の共有について 

 1F事故分析の中間取りまとめをきっかけに、真摯な検討をされていること、

本日の議論の機会もありがたい。事業者とも認識共有しなければならないと

思ったことが二つある。 

一つは、東北電力の説明冒頭にあった、どういう状況を想定して対策を講じ

ることを考えるのか。 

例えば、PCV ベントの活用で言うと、早期の場合には、いろいろ検討事項が

あるが、時間が後ろのほうにいけば通常のアクシデントマネジメント対策と

ほぼ同じかもしれない。一方、水素が漏えいした状況というのを想定したと

きに、どういうことが実施し得るか、作業チーム質問票にも悪影響があるか

というような質問があるが、少し詰めなければならないのは、そういう状況

をどの程度想定するのかだと思う。また、建屋ベントを考えたときに、操作

の成立性だけでなく、時間がどのタイミングであっても、そもそも出せるの

かどうかも考えなければならない。時間的な状況、そこまでの原子炉施設が

たどってきたパスも、一定の想定を置きながら考えなければならない。そこ

にはすごく幅が多分あり、だからといって何か想定を置かずに検討が止まっ

てしまうわけにもいかない。どれぐらいの幅のところを考えるかというのは、

議論の中で双方が認識共有していくという必要があるのだと強く感じた。し

たがって、各社ある一定の想定をそれぞれに置いて、その下でということで

回答していると思うので、それがどれぐらい振らなければならないかは、ま

た今後の議論の中で考えればよいと思う。 

もう一つは、低層階での滞留懸念がある箇所の確認ということで、ウォーク

ダウンなど具体的に取り組まれているが、水素濃度計や PAR を追加で設置す

る対策が一部示されてるが、結局そういう場所というのは、実際水素漏えい

が起きてしまうと、その水素がどかせるのか、あるいは再結合できるか、い

ろいろな課題があるのだと思う。その辺り具体的な有効性の評価みたいなも
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のは、SGTS であれ、建屋のベントであれ、また再結合あるいは検知できるの

かも含めて、対策内容との関係で技術的に詰めが必要な部分なのだろうと、

課題としては認識をしている。【金子対策監】 

 各社の説明でも、SA を超えるという言葉が使われており、その意味は、現行

の規制基準下で考えられているシーケンスで対策を打った SA を超える話と

して共通していると思う。規制基準で SA 対策を求めていて、その対策が不

十分であると言っているわけではなく、それはできた上で、1F 事故の知見を

踏まえると、不確実さも含めていろいろな事象が考え得るので更に検討を進

めた方が良いのではということかと思う。具体的なシーケンスを議論できる

のか、実現可能性を議論できるのかというのは、基準適合性の議論とは別の

フェーズの話をしているのだと思う。そこに踏み込もうとして、具体的な前

提をどこまで置けるかというのは重要な議論だと思うし、結論として前提は

置けないけれども、こういう対策はやっておこうということになるのかも知

れない。それは今の時点で作業チーム側も終着地を見据えているわけではな

いので、そういうところも含めて少しずつ議論をしていけばよいと思う。【市

村部長】 

 １F事故分析では現場等も見て中間報告をまとめてきたが、事業者との対話

の機会が設けられるというのは、事故分析側としても非常に価値があると思

う。1号機の挙動を見ても、非常に長い間、加温されていたり加圧されてい

たり非常に難しい状況かつ注水ができないということもあって、R/B 側に対

する負荷もかかっていた中で、事故現場を見ても 1号機、3号機それぞれ爆

発の仕方が異なり、下層階での爆発の痕跡があるなど、そういうところから

課題を投げかけている。その中で、下層階での対策について言えば、ウォー

クダウンや、滞留箇所の特定の難しさもあると思う。そこは、この場でもし

っかり議論したいし、例えばオペフロに PAR を置いているから大丈夫という

のは、確かに上がっていくものに対してはある程度効果があるであろうが、

水素濃度が高いものが下層階に滞留する場合には、そこで除去した方が良い

のではかないかなどアイデアは出てくるのだと思うので、ウォークダウンな

どで現場を見たときに、どこまで徹底できるのだろうかを、事業者との間で

共有したいというのが説明聞いて感じたところ。【岩永調査官】 

 

②  早期ベントのフィージビリティについて 

 作業チームからの質問では、議論のきっかけとして有効性評価上の PCV ベン

トの最短ケースと比較してという形で質問を投げかけていた。 

実際に PCV ベントを開けるか開けないかという判断は別の問題かと思うが、

例えば東北電力でいうと、有効性評価で想定している最短は 45 時間で希ガ

スは減衰しきっており、例えば 5 時間、10 時間早く開けなければならない

状態になった場合にもバッファーがあると受け止めている。ただ、これは各

社のプラントごとでどの程度余裕があるのかは変わってくるので、それぞれ

のプラントがそれぞれのプラントの余裕に沿って対策を考えていくという
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ほうがよいと受け止めた。 

可搬設備のインサーヒスにかかる時間との関係で共通認識を持ちたいが、可

各社ともインサービスに数時間、10 時間ぐらい、20 時間ぐらいと回答ある

が、インサービスができていない段階で、かつ特に水素の顕著な漏えいがな

い段階では、基本的にはインサービスを優先されるという考えとの理解で合

っているか。【鈴木課長補佐】 

 可搬設備のインサービス、ラインナップについては、事象発生時に常設設備

がどういう状態かということによるのだと思う。全く常設が使えないような

事態が起こっているとすれば、速やかに可搬型の戦略を走らせるということ

だと思う。また、どれだけ計装系が生きているかが大きく、プラント状態が

監視できない場合は、最悪を想定して動くという判断をすべきと思う。 

過酷な状態を前提条件として置いて、プラントがどういう進展するかを押さ

えてマネジメントを考えておかないと、実際プラントの監視ができないとき

に「どうしよう」から始まるのでは困るので、最悪このぐらいのスピード感

だということをもって、プラントの監視ができないときは、こういうイメー

ジ、時間軸を持って動かしていくのだと思う。【東北電力】 

 各社とも、予期せぬ漏えいがあり、建屋ベントか PCV ベントかというときに、

基本は PCV ベントを優先し、その後も R/B 内の水素濃度が下がらなければ建

屋ベントをする、重大事故時の技術的能力審査基準の 1.10（水素爆発による

原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等）のベントの順番と基本的には

同じという回答。東京電力のみ、建屋ベントを優先するということで順番が

逆転しているが、考えを聞きたい。【鈴木課長補佐】 

 新規制基準適合性審査では PCV ベントが先としていた。今回、当社として自

主的に BOP を遠隔で開けられるようにし、それが作業要員の被ばくのない形

でできるので、まずは BOP をという議論をしている。 

まず、例えば下層階のごく一部で水素漏えいが発生しているような、水素漏

えい量が圧倒的に小さく PCV のバウンダリが確保されている状態で PCV ベ

ントというのは、あまり良くない考えている。漏えいしているところを緩和

するという意図で、まずは BOP を開けて、それでも緩和できない場合には、

水素発生源である PCV からベントすることによって断つということを考え

てそのような順番にしている。【東京電力】 

 今の点について問題意識の共有だが、多少漏れていてもという状況を許容す

ると、水素爆発後の事故対応できないということを、作業チームとしては非

常に危惧している。東京電力は事故の当事者なので、その危険性を一番よく

認識されていると思うが、水素漏えい開始を検知した場合の早期 PCV ベント

は閉じ込める機能の喪失につながるので行わないとしているが、爆発後はコ

ントロールできなくなってしまうこととのトレードオフがあるはず。そうい

うことを考えて、どの時点で何をするか計画しなければならないと思うので、

技術的に考えるとバウンダリ維持というのは理解をする一方で、その後に与

えるリスクも考えなければならないと感じている。【金子対策監】 
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 ぎりぎりまで待っているという意図ではなく、ある程度の爆発の可能性があ

れば、その可能性が低い段階で判断していく、水素爆発を防止するという観

点で検討したい。【東京電力】 

 

③  ベント判断に必要なパラメータ計測について 

 早期 PCV ベントに対する考え方として、何をもって CV が健全なのかという

ところは議論の余地はあるかとは思うが、各社とも、各種パラメータからあ

る程度 CV が健全と判断が可能で、R/B への水素の漏えいがない状況であれ

ば、R/B への漏えい抑制の観点から早めに PCV ベントを行うことは、今の時

点ではあまり考えられてないと受け止めたが、そのような理解ということで

よろしいか。【照井審査官】 

 格納容器の健全性がパラメータから担保されている場合には、ベントで出す

ことは考えていない。漏えいが進むにつれ後段の対策をとっていく。【東京

電力】 

 先ほど東北電力から、パラメータがしっかり見れることが大事だという発言

があったが、有効性評価あるいは審査の中での取り扱いでは、パラメータが

見れないときは代替手段での判断、可搬計器で現場に見に行くということも

想定をされていると思う。見えないときに最悪の状態を想定して動くという

発言もあったが、可搬計器で見に行けるという状態で PCV ベントをしてしま

うと、その現場にアクセスできなくなるという状況が想定される。それまで

の事象進展の状況にもよるのかもしれないが、やはり可搬計器で見に行く間

は PCV ベントをしないこともあり得るのか考えを聞きたい。【照井審査官】 

 先ほど、最悪の場合は時間軸をもってという話をしたが、代替パラメータ取

得も、必ずしも運転員だけで対処できるものと、そうでないものというのが

あり、事故が発生した時点での発電所内の要員体制が大きいと思う。その意

味で、パラメータが監視できないというのは、代替パラメータでの確認も含

めての発言。【東北電力】 

 そのときの状況、あるいは見えなくなったタイミングが事象の初期なのか、

中期、あるいは後期なのかでも変わってくるので、その状況によるというこ

とで理解した。【照井審査官】 

 各社とも取りあえず置いている想定の前提としては、有効性評価でいうと過

渡ケース（DCH、FCI、MCCI ケース）での事象進展をベースとしていると思う

が、一方で、LOCA ケースの場合は当然その事象進展は早く、CV 内の圧力等

の挙動も過渡ケースとは全く違なる進展になる。LOCA シーケンスを考慮し

た場合だと、例えば女川の想定ではマネジメントの採否を○×で書かれてい

たが、そういったものが変わり得るのかどうか、何か考えがあれば聞きたい。

【照井審査官】 

 前提として LOCA ケースは考えていない。LOCA ケースを考えると、もう少し

プラントの進展違うというのはそうだが、マネジメントに対してということ

であれば、考え方は基本一緒だと思う。水素の異常な漏えいが検知されたら、
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マネジメントを考えて動くと、そこに何ら変わりはないと考える。【東北電

力】 

 結局、兆候ベースで判断していくしかないところだと思うので、特にマネジ

メントを行う場合には、過渡であろうが LOCA であろうが、あまり変わらな

いということで理解した。【照井審査官】 

 各社とも、基本的に、格納容器が健全であれば、水素爆発の予防的なベント

は現状考えてないと理解。R/B 内の水素濃度の上昇が確認できてから対策を

講じるということで、先ほど多少漏れることを許容するかというのもあった

が、多少漏れたとしても燃焼に至るもっと低いいところで検知をして出すと

いう整理をされているのかと思う。 

検出してから動き出すということだとすると、やはり水素濃度を検出すると

いうのが一番重要なポイントになってくる。説明の中にも、審査の中ではリ

ークポテンシャルの高いところに水素濃度計を付ける。それに加えてウォー

クダウンなど行ってという話もあったが、水素濃度を R/B の中で検出ができ

る信頼性を高めるための工夫、取組について、考えを聞きたい。【角谷管理

官補佐】 

 水素濃度検知の信頼性を高めるという観点では、女川では、例えば下層階の

水素濃度計は一重だが、オペフロでは水素濃度計を二重に設置ことや、代替

パラメータを設定することで信頼性確保を図っている。【東北電力】 

 多重化に加えてウォークダウンにより、自主的かとは思うが、水素濃度計を

追設する考えもあるという理解でよいか。【角谷管理官補佐】 

 下層階についても、滞留ポイントなどウォークダウンで確認し、そこに PAR

の追加設置の検討が必要なのだろうと考えている。ただ、北陸電力の説明に

もあったが、PAR を設置すると、その処理の過程で非常に高い発熱があるた

め、周りに重要機器があれば、配置や、離隔の要否も非常に重要になってく

る。現場の周辺状況に対する配慮も併せながら対策していくと考えている。

【東北電力】 

 基本的には検知をして、しっかり対策をとるという考えであるというところ

は理解をした。【角谷管理官補佐】 

 各社、水素濃度の検知を一つのきっかけにしながら対策を考えるというのを

基本路線にしている。これは理解をしており、一つの合理的な道筋だと思う。 

一方で、どこに検知器を置いて、どういうふうに検知していくのか、なかな

か分からないという状況も一つ不確定要素としてある中で、水素を直接検知

するのではなく、炉心損傷が起こって水－ジルコニウム反応が起きれば水素

が出るというのは機構として分かっているので、水素発生状況から時間経過

に応じてで、これぐらいのタイミングでは何をするという、パラメトリック

な検討からトリガーを引くという発想はないのか。ないと困るということで

はないが、どのような感触を持たれているか。【金子対策監】 

 実は、東北電力の検討アプローチには、そういう観点が少し含まれている。 

水素の濃度状態が分からない、代替パラメータでの検知に対しても確実性が
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ない状況でどう考えるのかとなると、やはり異常な水素漏えいが、どの辺か

ら起こり得ると考えて動くべきなのかということだと思う。 

その意味で前提条件を仮置きし、6時間ぐらいというところに一つの目安を

考えた。それは 6時間ぐらい経ったときに、1Pd を超えてくるあたりで、水

素濃度が測定できていれば、どのぐらいの濃度というところをもって、異常

な上昇があるなという判断の下でアクションに移るということなのだが、そ

れが分からない場合は、やはり 6時間ぐらいだと思ってマネジメントを打っ

ていくということだと思う。そのときに電源がなければ、PCV ベントの隔離

弁も遠隔では開けられないという状態なので、隔離弁を操作する時間余裕、

女川でいえば人力で開けるようと 90 分程度かかるので、もう少し早い段階

から動いていくというとだと思う。 

説明冒頭で述べたとおり、本件の議論をする上での前提条件は、事業者側も

そうであるし、規制側とも一定程度の認識を同じく議論していくということ

が重要なのだろうと思う。【東北電力】 

 水素濃度が見えないときの検知手段としては、どこまで精度よくできるかと

いう話はあるが、1F の事故のときにも水蒸気が出ていて、実際の自分の目で

見ることができると思うので、計器で見えない中でもある程度予測できると

いうのも、手段の一つとは思っている。1F 事故の際も、事故発生後、大体 8

時間ぐらいで FP が検出されていることもあるので、そういう実績から、見

えない、何も情報がない中で、この程度の時間で動くというのも、手段とし

てはありなのかとは考えている。【東京電力】 

 1F 事故分析検討会で早期ベントの話をしたこともあり、例えば何のパラメ

ータも見れず格納容器側の対策も打てないとなると、放っておくと現場の状

況も悪くなる。このままいくと格納容器が壊れてしまう蓋然性が高いと判断

した場合には、早期にできる範囲でベントなりの対策を打つという考え方は

あると思っており、そういう検討もしていきたい。【中国電力】 

 他社と同じく、水素検出器による対策を考えているが、当然 SBO 下では、間

接的な判断にはなるが、ほかに参照できるパラメータも盛り込んだ上で判断

することになる。水素検出器が機能しない場合でも、例えば時間でピン留め

する場合もあれば、水蒸気の発生状況など、いろいろ手順の中に盛り込んで

総合的に判断していくということは、別にこの事象だけではなく今までやっ

てきたことなので、もっと充実していきたい。【北陸電力】 

 最後に水素だけではなくという話があったが、状況判断をどうするかという

こととの関係で、対策のトリガーをどうするかというのは大切な視点。今回

の質問票の回答中でそういうことまで書き込むことまでは想定していなか

ったが、今後、各社がいろんな手順を検討する際には、何をベースに状況判

断をし、対策のトリガーを引くのかが肝になると思う。【金子対策監】 

 

④  中央制御室の被ばく評価について 

 各社とも、PCV ベントであれ、建屋ベントであれ、放射性物質の放出時は待
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避室に入るので中央制御室での被ばくの懸念は低いと。他方で、可搬設備の

ラインナップや、待避室にこもり続けている間、中央制御室で行う操作に影

響があるということかと思う。電源開発の説明資料では、大間が建設段階と

いうことなのか、待避室内でもある程度の操作が可能となるような設計にす

るとあるが、これは電源開発オリジナルの設計か。【鈴木課長補佐】 

 おそらく当社オリジナルと考えて結構。待避室から注水設備や除熱の操作を

できるよう待避室内に制御盤も設ける計画としている。【電源開発】 

 待避室外滞在時は、ある程度被ばく上の懸念があるという社が複数いるが、

実際の被ばく量として懸念があるのか、それとも評価上の懸念か。実態の被

ばくとして問題があるのか、ベストエスティメイトで評価すれば打てる対策

を、保守性をもった評価結果の方で難点を出してしまうのか、という趣旨。

【鈴木課長補佐】 

 両方の側面はある。まず、影響度を見るという観点でいうと、シナリオ想定

が必要になってくる部分があるので、シナリオをどう置くかという問題もあ

る。もう一つは、評価条件。被ばく評価上いろいろな除去効果を考えている

が、そういったものが有効性評価で考えている範囲の領域を超えてきたとき

に、その条件が本当に適用できるのか。これは結果を厳しくする方向に振れ

るので、中央制御室の活動に対する線量影響の相場観というのを掴めれば、

ある程度、運転員に対する防護策というのは考えられるかも知れない。

100mSv を超えるレベルなのか、ある防護措置を講じることによって、活動性

は確保できるのか。前提条件をどう置くのか、これまで取り扱ってきた低減

効果、除去係数などが本当に適用できるのかを確認していく作業が必要にな

ってくると思う。【東北電力】 

 中央制御室の被ばくの防護対策として、陽圧化は 30 分で可能なので、特に

ベントタイミングが早ることは問題ないと考えている。被ばく評価の中で、

運転員の交代についても入退域時期の評価の被ばくをしているが、保守的に

長めの時間がかかるとしている。そういう点も踏まえて、ベントタイミング

にもよるが、評価結果に影響ないという見通しを立てていきたいと考えてい

る。【東京電力】 

 評価の保守性の部分については、非常に難しい問題。現状は対策の成立性、

有効性を確認するために行っているものなので、実際どの程度の被ばくにな

るかを現実的に評価するというところは、風向、風速等にもよるので少し難

しい。水素爆発の懸念があるような状態で、例えば爆発によって大量の被ば

くするデメリットと、放出してしまって後のマネジメントを成立させるとい

うメリットを比較して、建屋ベントをするかどうかという判断になると思う。

【中部電力】 

 中央制御室の居住性評価で、待避室に入るので影響は軽微だと考えられると

の回答があったが、審査の中での議論では、やはり建屋から漏えいをしてく

る放射性物質による被ばくへの影響は大きいだろうということで、BOP の閉

止装置を付けることによって、負圧を維持して SGTS の一定換気率で排出し、
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中央制御室居住性として SGTS に期待をしている。例えば建屋ベントをした

ときには、当然 SGTS による負圧は達成せず、その前に水素濃度が上がって

いて SGTS は止まっているのかもしれないが、その様な状況だと居住性評価

に響いてくるのではと考えているが、その点はいかがか。【照井審査官】 

 BOP を再閉止させないと、居住性の評価の中で基準を満足できないというの

は確かだが、実際、BOP のみではなくて PCV ベントのことまで考えると、待

避室の中にこもるというのが前提になっている。その準備にかかる時間がお

よそ 30 分、その判断基準が炉心損傷なので、基本的に運転員については退

避室にこもる。陽圧化されたクリーンな空気が 10 時間は確保されるという

ことを前提に、有効性評価で示した結果と差はないと考えていると回答して

いる。 

BOP が開放された状態になると、評価上で言うと R/B の壁が無く格納容器む

き出しということになってしまい、評価上は厳しくなると考えている。【東

京電力】 

 当社も BOP 開放の前に PCV ベントにより、まず格納容器圧力を逃がすことを

考えている。PCV ベントが成功すれば、格納容器から R/B への漏えい量が少

なくなるので、その時点で、BOP を開けたとしても R/B からの放射性物質量

は少なくなるのではないかと考えており、無視できる程度という回答をして

いる。【中国電力】 

 

⑤  原子炉建屋内の水素濃度低減策について 

 R/B の水素濃度が設定された値を超えれば、格納容器のバウンダリであれ、

建屋の壁であれ、開いて水素を逃がすということになる。水素だけを対象に

対策を考えればそれで良いが、結局、放射性物質の一定程度の放出は避けら

れないことが問題となり、R/B の水素濃度を上げないためにはどうするかと

いう話になる。 

まず、漏らさないことについては、異常な漏えいを前提にしており成立しな

い。逃がすという対策はベントである。薄める戦略はというと、一つは PAR

を使って水素濃度を低減していくという対策で、既に入っている。もう一つ

は、何かガスを使って希釈するという手段はないのかというのが考えられる。

例えば地下の駐車場の消防対策などで CO2をまいて不燃の状態を維持すると

いったような対策もあると思うが、そういったものを簡易的に R/B で行うこ

とは想定されるか。【西村研究調査官】 

 確かに PCV の水素対策でも窒素というのは使われており、薄めるという観点

では、そういう対策があろうと考える。ただ現実的に可能か検討したことは

ないので、現状可能かと言われると分かりませんという回答になる。【東北

電力】 

 早期のベントでの希ガス放出を気にしているのだとすると、希ガスの減衰を

待てれば排出してもいいとなるかもしれない。例えば東北電力の説明資料で

希ガスの放出割合を出してもらっているが、例えば 24 時間待てれば、あと
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何時間待っても変わらない程度に減衰しているという状況になるので、少な

くとも 24 時間我慢できれば、その後ベントしても希ガスの影響はかなり低

減できるというような発想もあると思う。そういった観点でも考える価値が

あるのではないかという趣旨でのコメントである。【西村研究調査官】 

 

⑥  SGTS の改良について 

 SGTS はもともと SA 時に使用するために、水素を排出するために設計された

設備ではないので、作業チームの対策例の検討の際にも、防爆ではない、排

出する能力としても建屋を微負圧にする程度であるという懸念点は、当然認

識している。各社とも、SGTS を何かしら改良して、活用しようという検討を

された上で、それよりも下層階に水素濃度計の追設、PAR の追設をする方が

良いという考えなのか、改良について見解はいかがか。【鈴木課長補佐】 

 SGTS に対する懸念として、１点目として、水素排出以外の FP の対応として

期待する場合の除去性能として温度とか湿度が非常に大きく影響してくる

ので、どういう環境状況にあるのかが大きい。二点目は、女川 2 号の場合、

SGTS の配管端部は排気筒の底部までで、あとは排気筒の筒身を期待して、比

重で上まで行く。底部は独立トレンチになっているので、3号側への影響は

考えられないが、本当に排出できるのかを検討しなければいけない設備改造

となると非常に大がかりになるだろう。SGTS に対しての改良検討があって

PAR の設置という議論をしているわけではなく、根本的な滞留対策としてク

リアにできるのであれば、既存の SGTS の改造までは必要ないのではないか

という考え方の下で、当社は回答している。【東北電力】 

 SGTS に何らかの改良を加えて防爆処置をというところまでは、発想として

は至っていない。東北電力が回答したとおり、どちらかというと閉空間の中

に水素が入っていくので、比較的早めの水素濃度で SGTS を止めに行くとい

うようなマネジメントをとっている。【東京電力】 

 浜岡では、SGTS を水素排出の設備として期待をしている。更なる改造、例え

ば防爆については、SGTS で排出をして、なお水素濃度が下がらないという場

合であれば、許容を超えて可燃限界未満に維持できないということなので、

排出の手段としてのSGTSは止めて、建屋ベントに移行していく。現状のSGTS

を改造してというところは、現状は検討していない。【中部電力】 

 SGTS を改良することが難しいのであれば、SGTS を止めるまでどのぐらいま

で実際に余裕があるのかも検討して欲しい。【鈴木課長補佐】 

 

⑦  ATENA における検討状況について 

（概要） 

 複数社が、下層階に局所的に滞留する水素対策は、ATENA で鋭意検討中とし

ている。本日は ATENA も出席しているが、この検討取りまとめの見通しとし

て、近々なのか数ヶ月後なのか。【鈴木課長補佐】 

 下層階での滞留や水素の流動、拡散については、どこから漏れるのか解らな

- 22 -- 47 -



  
 

19 
 

いという前提に立って、リークポテンシャルのあるところを全て挙げ、各社

ウォークダウン等で確認をというお願いをしている。あとは様々な対策との

組み合わせになろうかと思うが、もう少し詳細な解析をしてみるというよう

なこともトライをしようかと考え、その取組を始めようとしている。もう少

しそこは時間がかかると思っており、今の時点でいつまでにというのは、な

かなか見通せない。【ATENA】 

 本日の様に各事業者に個別の考えを聞くというタスクと、ATENA の方でも中

間取りまとめの知見反映を検討しているというので聞いてみようかという

２つがある。当然アクションプランを作って、そのアクションプランに従っ

て各社が動いて、さらに検討してという段階はあるにせよ、アクションプラ

ンを作るなど節目で聞けるのはいつ頃かも今の時点で答えが難しいのであ

れば、準備ができた段階で聞ければなと思う。【鈴木課長補佐】 

 ATENA の検討は、結局いつ出てくるかも、何が出てくるかも、はっきり言っ

てよく分からない。どこから漏れそうか、滞留しそうかという話は、プラン

トごと大分違うからこそ各社ウォークダウンをしていく各社固有の話のよ

うに思う。それを ATENA が音頭取りしているのか、さらにそれを用いて解析

をして何かを持ち出すのか分からないが、いずれにしろ、計画やスケジュー

ルは、聞ける機会があれば聞くということかと思う。【市村部長】 

 

（３）その他 

 本検討は、中間取りまとめで新たに浮かび上がった懸念をどのように払拭する

か、リスク低減していこうかという発想でスタートしている。新規制基準適合

の結果、新しい設備の追加、手段の追加がされており、これらを組み合わせて

事故をマネージしていく中で、中間取りまとめで見つかった懸念をどうやって

低減していくのかという観点で作業チームは検討しているし、幸い事業者も、

そのような観点で検討していると感じた。 

この後、作業チームとしては、検討の進め、ある程度の方針にまとめる作業を

したい。ただし、それに当たって、本日分かった点もあるし、まとめをする中

で不明な点も出てくるかも知れないので、その場合はあらかじめ作業チームの

考えをまとめつつ、確認したい点を事業者の皆さんに投げかけるという作業を

し、それを基に再度、このような場を設定しようと考えている。【遠山課長】 

 議論を進めていく上で、引き続きコミュニケーションをとっていく必要がある

と思う。どういう機会に、どのように行うかというのは、直ちに決めきれない

が、引き続き、お互いに議論を進めていければと思う。【市村部長】 
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